
Ⅳ 島根を創る人をふやす 

２ 新しい人の流れづくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

190 

  

産学官が連携した

県内就職支援事業 

 

 

 

24,726 

 

 

県内大学と企業、県等で構成するコン

ソーシアムを通じた県内学生の県内就職

に向けた取組を支援（№74 再掲、№80一

部再掲） 

①県内学生と企業の交流会など学生が

地元企業を知る機会の創出、インタ

ーンシップ等の充実に向けた取組及

び県内大学と企業が連携して教育プ

ログラムを構築する取組を支援  

②コンソーシアム事務局の運営経費を

支援 

 

 

政策企画局 
[政策企画監室] 

商工労働部  

[雇用政策課]  

 

 

 

 

191 

  

しまねのイメージ

発信事業 

 

 

93,583 

 

 

島根創生計画の実現に向け、ふるさと

島根への愛着や、関心を持つ人を増やす

ため、島根らしさを表現したキーフレー

ズ「誰もが、誰かの、たからもの。」を用

いて、島根の良さや魅力のイメージを県

内外に発信 

①島根の魅力を広く効果的に発信 

  新聞広告、テレビ等のＣＭ放送、Ｓ

ＮＳ広告、ポスター等、対象者の世代

や広報する時期等を意識し、より訴

求効果の高い媒体を活用し発信 

②島根の暮らしを具体的に分かりやす

く発信 

   Ｕターン・Ｉターンの方や、島根に

暮らし続けている方の生の声や動

画、島根の生活事情にかかるデータ

等を、特設ウェブサイトやラジオ番

組において紹介するなど、具体的に

イメージしやすいよう発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策企画局 
[広聴広報課] 

 



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

192 

 

拡充 

 

 

ふるさと島根定住

推進事業 

 

 

620,555 

 

 

 ふるさと島根定住財団を中心に、市町

村や関係団体と連携し、地域別、年代別な

ど属性に応じたＵターン・Ｉターン施策

を推進 

①定住情報の発信 

・社会人のＵターン・Ｉターン希望者

のしまね登録を促進 

・移住支援ポータルサイト「くらし

まねっと」による情報発信 

・若者や女性に向けた県内外の情報

発信の強化        

・島根県建築住宅センターと連携し

たＵターン・Ｉターン希望者の住

まい相談の実施 

②県外等での情報提供・相談 

・20～30 歳代の県出身学生及び社会

人を対象とした県外合同企業説明

会を開催（東京・大阪）  【拡充】 

・「しまね暮らしマルシェ」と総合相

談会「しまね移住フェア」を同日・

同会場で開催（東京・大阪） 

・しまね移住支援サテライト東京・ふ

るさと回帰支援センターにおける

情報提供・相談 

・移住イベントを企画・実施するプラ 

ンナーの配置 

（東京・大阪） 

・移住支援コーディネーター等を配

置（大阪・広島） 

  ・若年層への発信力が高い民間大手

転職フェアに島根県ブースを出展

（東京・神奈川・大阪・広島）  

 【拡充】 

③産業体験・職業紹介等 

・農林漁業等での体験を行う場合の

費用の一部を助成（外郭団体の基

金も活用して実施） 

・無料職業紹介事業における求人サ

イトに、社会人インターンシップ

の掲載・検索機能を追加 【新規】 

④受入体制強化 

・市町村が行う受入や定着の取組、

職員のスキルアップを支援【拡充】 

・移住者と地域とを結ぶ交流プログ

ラムを実施する団体を支援 

 

 

 

地域振興部 

[しまね暮らし 

推進課] 



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

193 

 

 

 

 

しまね関係人口・

移住促進事業 

 

 

124,105 

 

 

ふるさと島根定住財団や市町村、関係

団体と連携し、関係人口の拡大を推進 

（№148 一部再掲） 

・課題解決型連続講座「しまコトアカデ

ミー」やセミナーの開催 

・県外学生の島根への関心向上に向け

たイベント等の開催 

・しまね関係人口マッチング・交流サ 

イト「しまっち！」の運営 

・地域づくり関心層に向けて、地域づ 

 くり活動を新たに始めるための実践 

 的な講座を実施 

・市町村と連携した県内地域の関係人

口受入意識の醸成を図る説明会の開

催及び地域団体の活動支援 

・県内高校を卒業した学生、若手社会 
 人が出身地域等と関わる機会を創出

する取組等を行う市町村を支援 
・しまね田舎ツーリズムの推進 

 

 

地域振興部 

[しまね暮らし

推進課] 

 

194 

 

 

 

 

わくわく島根生活

実現支援事業 

 

 

115,801 

 

 

 東京圏からのＵターン・Ｉターンを促

進するため、東京 23区在住者・通勤者が

島根県に移住した場合の移住に要する経

費の助成等を実施 

［対象］ 

・中小企業等に就職又は起業した者 

・専門人材として就業した者 

・移住元での業務をテレワークで実

施する者 

・関係人口として移住先の市町村が

認めた者 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

［上限額］ 

・２人以上世帯の場合 100 万円 

 ※子育て世代への加算 

  子ども一人につき 100 万円 

・単身世帯の場合 60 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域振興部 

[しまね暮らし

推進課] 



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 
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若年者県内就職促

進事業  

 

 

526,941 
 

高校生や県内外に進学した学生の県内

就職を促進（№74、190 一部再掲、№80再

掲）  

①高校生等の県内就職促進事業  

人材確保育成コーディネーターを

配置し、県内高校と連携した企業交

流会の開催により在学生及び教職員

の県内就職の意識向上や将来の県内

企業への就職を促進 

②県内大学生等の県内就職促進事業  

人材確保育成コーディネーターを

配置し、県内大学等と連携した企業

交流会や企業説明会等を開催 

③県外大学生等の県内就職促進事業 

近畿・山陽地方、四国地方の一部

において学生就職アドバイザーが、

県外大学等と連携した個別相談や企

業交流会、企業説明会等を開催 

④大学生等への企業情報発信事業 

 ・全国的な就職活動の早期化を考慮

し、低学年次の大学生等と企業と

の交流会を実施      

 ・インターンシップ・仕事体験や就職

活動にかかる学生の交通費等を支

援             

・「しまね登録」の登録を促進すると

ともに、登録している学生に対し

てＬＩＮＥで就職情報等を発信 

・「若者の県内就職の促進に関する業

務協定」により連携する（株）マイ

ナビのサイトに島根県のポータル

ページを開設 

・保護者向けにサイトを活用した情

報発信や就活セミナーを実施 

・東京圏の大学生及び大学院生が県

内企業に就職し県内に移住した際

の移転費を支援 

⑤企業採用力強化事業 

・採用活動について基本から運用ま

でを実践的に学ぶセミナーの開催                      

・専門家を派遣し、県内企業の採用活

動の改善に向けた取組を支援 

・企業が取り組むインターンシップ・

仕事体験プログラム等の改善を支

援            

 

商工労働部  

[雇用政策課] 

 

 



 

・県内企業の情報発信の改善や、「採

用ブランディング」の取組を支援 

・インターンシップ・仕事体験を実施

する企業情報を発信し、大学生等

の参加を促進 

⑥ジョブカフェしまねの運営  

・若年者の県内就職促進のため、職業 

相談から就職までを一貫して支援 

・ジョブカフェしまねサイトを活用

した県内企業の採用活動を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 
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しまね定住推進住

宅整備支援事業 

 

 

128,043 

 

中山間地域・離島等での移住・定住者を

受け入れるための賃貸住宅やお試し暮ら

し体験住宅等を、新築や空き家の改修に

より整備する市町村に対し、その経費の

一部を助成 

また、空き家バンク登録を推進する市

町村に対してもその経費の一部を助成 

①住宅整備支援 

［対象地域］ 

・新築 中山間地域・離島 

・改修 県内全域 

［事業主体］ 

市町村（民間事業者へ補助する 

場合を含む） 

［対象施設］ 

・移住・定住者を受け入れるための

住宅 

・お試し暮らし体験住宅 

・冬期間限定住宅 

・共同居住型賃貸住宅（シェアハウ

ス）           等 

（改修は、国の補助制度を活用す 

る整備に限る） 

［助成率］ 

・新築 1/5 

・改修 所有者が市町村 

国 1/2・県 1/4 

    所有者が民間事業者 

国 1/3・県 1/4 

ただし、市町村から 

事業者への総補助額に

対し国 1/2、県 1/4 が上

限 

 ［県助成上限額］ 

    350 万円（離島 400 万円）／戸 

②空き家バンク登録支援 

動産の処分、ハウスクリーニング、

適正管理、空き家の不動産登記、物件

調査等に要する経費の一部を助成 

 

 

土木部  

[建築住宅課] 

 

 


